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※平成 25 年 4 月から各種手帳を所持していない難病患者

(130 疾患)も、(6)障害者等日中一時支援、(8)障害者等

移動支援、(9)障害者等生活サポート、(10)障害者等日常

生活用具給付、(14)補装具費購入費（修理費）支給、

(18)障害福祉サービスの各種制度が必要と認められた場合、

対象となります。 

(1)重度心身障害者及びひとり親

家庭等医療費助成 

■制度内容 

重度心身障害者がい者、ひとり親家庭等

医療費の一部を助成 

■助成内容 

医療費（外来・入院）から対象者が負

担すべき一部負担金及び基本利用料並び

に食事負担額、実費負担額等を除いた額 

■対象者   

重度心身障がい者、ひとり親家庭等の母

または父及び児童（所得制限等あり） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等  

・ 共通～印鑑、健康保険者証 

・ 重度心身障がい者～身体障害者手帳 

・ ひとり親家庭～戸籍謄本等 

■助成を受ける方法 

・ 現物給付～医療機関等窓口へ健康保   

険者証と併せ受給者証の提

示 

・ 償還給付～担当窓口へ医療費領収書

及び申請書の提出 

■担当窓口  

保健福祉課保険給付係 

 (2)災害弔慰金等の支給 

■制度内容   

暴風、豪雨等の自然災害により死亡した

町民の遺族に対する災害弔慰金の支給、

自然災害により精神または身体に著しい障

がいを受けた町民に対する災害障害見舞金

の支給及び被害を受けた世帯の世帯主に

対する災害援護資金の貸付け 

■支給内容 

○災害弔慰金 

・ 500 万円以内（世帯の生計を主として

維持していた場合） 

・ 250万円以内（その他の場合） 

○障害見舞金 

・ 250 万円以内（世帯の生計を主として

維持していた場合） 

・ 125万円以内（その他の場合） 

○災害援護資金 

・ 被害状況により貸付限度額あり（償還

期間 10年） 

■対象者 

○災害弔慰金 

 遺族の範囲と順序（配偶者→子→父母

→孫→祖父母→兄弟姉妹） 

○障害見舞金 

  該当本人 

○災害援護資金 

被害を受けた世帯主 

■申請等方法   

所定の必要書類を提出 

■必要書類等 

○災害弔慰金 

 死亡地の官公署が発行する被災害証明書 

○障害見舞金 

負傷し、または疾病にかかった地の官公署

の発行する被災証明書、医師の診断書 

1 福祉・介護 
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○災害援護資金 

印鑑、医師の療養見込期間及び療養概

算額を記載した診断書、所得証明書 

■担当窓口  

 保健福祉課社会福祉係 

 

(3)敬老会賄費等助成 

■制度内容   

高齢者の長寿を祝福する敬老会等の事

業に対し、これに要する経費を助成 

■助成内容   

事業を実施する期日において 75 歳以上の高齢

者である者の人数に 2千円を乗じて算出した額 

■対象者   

自治会、複数の自治会で構成した連合

組織及び介護老人福祉施設 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

自治会長等の印鑑 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(4)居宅老人交通費助成 

■制度内容   

居宅において生活を営む老人の通院等に

要する交通費を助成 

■助成内容   

ハイヤー券(基本料金分)24枚 

※夫婦受給資格者は 18枚ずつ 

※年度途中で対象となった方は、申請月か

ら対象となるため月割で計算し交付 

 

■対象者 

・ 75歳以上で自動車を有していない方 

・ 70歳以上の独居で自動車を有していない方 

・ 70歳以上の方のみの世帯に属する方で、

自己及び配偶者が自動車を有していない方 

・ 70 歳以上で自動車運転免許証を自主

返納した方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、健康保険者証、前年度で残ったハ

イヤー券など本人確認ができるもの 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(5)高齢者等入浴優待券交付 

■制度内容   

オホーツク温泉ホテル日の出岬の入浴優

待券を交付 

■交付内容   

年間 12枚 

※年度途中で対象となった方は翌月から対

象となるため、月割で計算し交付。 

■対象者 

・ 70歳以上の高齢者 

・ 身体障害者手帳 1・2級を所持する方 

・ 療育手帳Ａ判定を所持する方 

・ 精神障害者手帳 1級を所持する方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種手帳、健康保険者証、前年

度で残った入浴優待券など本人確認ができ

るもの 
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■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(6)障害者等日中一時支援 

■制度内容   

障害者総合支援法に定める市町村地域

生活支援事業として、一時的に見守り等の

支援が必要な障がい者等について、日中に

おける活動の場を確保することで、障がい者

等の家族の就労支援及び日常的に介護し

ている方の負担軽減を図ります。 

■支援内容 

・ 日中、障害福祉サービス事業所、障害者

支援施設等において、障がい者等に活動

の場を提供し、見守り、社会に適応するた

めの日常的な訓練等の支援（利用者負

担あり） 

・ 入浴サービスの支援（利用者負担あり） 

・ 送迎サービス等の支援（利用者負担あ

り） 

■対象者   

身体障害者手帳または精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている方、児童相談

所または知的障害者更生相談所で知的障

がいと判定された方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種手帳等 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(7)手話通訳者派遣 

■制度内容   

障害者総合支援法に基づき、視覚障が

い者または音声・言語機能の障がい者と健

聴者との意思の疎通を円滑にし、生活・教

育・文化活動等の機会の拡大を図るため、

手話通訳者を必要とする場合に通訳者を派

遣 

■支援内容   

医療手続や司法手続、教育、労働など

様々な場面において手話通訳者を必要とす

る場合に通訳者を派遣(利用者負担なし) 

■対象者   

身体障害者手帳の交付を受けている聴

覚障がい者等、聴覚障がい者とのコミュニケ

ーションを必要とする方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種手帳等 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(8)障害者等移動支援 

■制度内容   

障害者総合支援法に定める市町村地域

生活支援事業として、屋外での移動が困難

な障がい者等について、社会生活上必要不

可欠な外出、余暇活動等の社会参加のた

めの外出時における移動の支援 

■支援内容   

社会生活上必要不可欠な外出及び余

暇活動等の社会参加のための外出時におけ

る移動の支援であり、個別的支援が必要な

障がい者等に対するマンツーマンによる支援

（利用者負担あり） 
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■対象者   

身体障害者手帳または精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている方、児童相談

所または知的障害者更生相談所で知的障

がいと判定された方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種手帳等 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(9)障害者等生活サポート 

■制度内容   

障害者総合支援法に定める市町村地域

生活支援事業として、障がい者等の日常生

活における家事に対する必要な支援を行い

ます。 

■支援内容   

日常生活における家事援助（利用者負

担あり） 

※1 カ月あたり 15時間を限度 

■対象者   

身体障害者手帳または精神障害者保健

福祉手帳の交付を受けている方、児童相談

所または知的障害者更生相談所で知的障

がいと判定された方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種手帳等 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(10)障害者等日常生活用具

給付 

■制度内容   

障害者総合支援法に定める市町村地域

生活支援事業として、町内に住民登録のあ

る在宅の障がい者等に対し、自立支援用具

等の日常生活用具を給付 

■給付内容   

給付の対象となる用具の種目は別に定め

る用具とし、その対象者は障がい者等としま

す。ただし、介護保険法により、給付等の対

象となる用具の貸与または購入費の支給を

受けられる者は対象者から除く（利用者負

担あり） 

■対象者   

障がい者等（用具別に定めあり） 

※所得制限あり 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、医師の診断書、見積書、身体障

害者手帳等 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(11)重度身体障害者ハイヤー

料金助成 

■制度内容   

身体障害者福祉法第４条の規定による

身体障がい者または療育手帳制度要綱第

2 の規定による知的障がい者がハイヤーを利

用した場合における基本料金を助成 

■助成内容   

ハイヤー券(基本料金分)43枚 
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■対象者   

身体障害者手帳1級または2級の方で、

下肢障がい者、体幹機能障がい者、視覚

障がい者及び療育手帳がＡ判定の方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種手帳 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(12)身体障害者自動車運転免許

取得費助成 

■制度内容   

身体障がい者が自動車運転免許を取得

するのに要した経費の一部を助成 

■助成内容   

自動車教習所において免許を取得するた

めに要した経費のうち、10 万 5 千円を限度

に助成 

■対象者   

次のすべてに該当する方 

・ 町内に居住地を有する方（学生等につい

ては、保護者の居住地） 

・ 身体障がい者であって、障害等級が 4 級

以上の方 

・ 免許の取得により自立更生の促進が図ら

れる方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

身体障害者手帳、教習所が発行した受

講承認書(視覚障がい者は公安委員会が

発行する予備検査合格証明書) 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(13)身体障害者用自動車改造費

助成 

■制度内容   

重度の身体障がい者が就労等に伴い自

動車を取得する場合、その自動車の改造に

要する経費を助成 

■助成内容   

操向装置、駆動装置等の改造に要する

経費について、1 件当たり 10 万円を限度と

して助成 

■対象者   

身体障害者手帳の交付を受けている重

度の肢体不自由者で、次のすべてに該当す

る方 

・ 就労等に伴い、自らが所有し運転する自

動車の操向装置、駆動装置等の一部を

改造する必要がある方 

・ 改造助成を行う月の属する前年の所得税

課税所得金額（各種所得控除後の

額）が、当該月の特別障害者手当の所

得制限限度額を超えない方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、改造の箇所及び経費を明らかにし

た改造を行う業者の見積書、車検証、運転

免許証、身体障害者手帳 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 
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(14)補装具購入費(修理費)

支給 

■制度内容   

身体障がい者及び身体障がい児の失わ

れた身体機能を補完または代替し、職業そ

の他日常生活の能力向上を図るために補装

具を購入・修理する場合の費用を支給 

■支給内容   

総合相談所及び市町村の判定に基づき、

別に定める補装具の種類・価格ごとに額を

決定し支給（利用者負担あり） 

■対象者   

身体障害者手帳の交付を受けた方で、

障がいのために失われた部位や機能不全が

補装具により改善される方 

※所得制限あり 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

※申請時に聞き取り調査があります。 

※補装具種により、総合相談所の直接判

定が必要になります。 

■必要書類等   

印鑑、医師意見書、見積書、身体障害

者手帳、個人番号のわかるもの 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(15)自立支援医療費(更生医療)

支給 

■制度内容   

疾病、事故、災害等による身体的損傷に

対して医療がなされ、すでに治癒（欠損治

癒や変形治癒等の不完全治癒）した方を

対象に、日常生活能力、社会生活能力、

職業能力を回復・向上・獲得させることを目

的として行う医療に要する費用を支給 

■支給内容   

別に定める障がいの種類ごとに額を決定し

支給（利用者負担あり） 

■対象者   

18 歳以上の身体障害者手帳の交付を

受けた方で、肢体不自由者、視覚障がい者、

聴覚・平衡機能障がい者、音声・言語・そし

ゃく機能障がい者、内臓機能障がい者などの

方 

※所得制限あり 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、身体障害者手帳、医師意見書、

健康保険者証、個人番号のわかるもの 

※人工透析者の場合は、特定疾病療養受

療証 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(16)自立支援医療費(育成医療)

支給 

■制度内容   

18 歳未満の現に障がいがある、または治

療を行わないと将来一定の障がいを残すと認

められる児童で、手術等の治療により症状が

軽くなり、日常生活が容易にできるようになる

と認められる場合に、その治療に必要な医療

に要する費用を支給 
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■支給内容   

別に定める障がいの種類ごとに額を決定し

支給（利用者負担あり） 

■対象者  

18 歳未満の方で、肢体不自由者、視覚

障がい者、聴覚・平衡機能障がい者、音

声・言語・そしゃく機能障がい者、内臓機能

障がい者などの方（所得制限あり） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、医師意見書、健康保険者証、個

人番号のわかるもの 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(17)養育医療費支給 

■制度内容   

身体の発育が未熟なまま出生した乳児が

指定医療機関に入院して治療を行う必要が

ある場合に、その治療に必要な医療に要す

る費用を支給 

■支給内容   

保険が適用されない治療費等（おむつ代、

差額室料、文書料等）を除いた額を支給

（利用者負担あり） 

■対象者   

1 歳未満の者で、出生時の体重が

2,000g 以下の者及び生活能力が特に薄

弱である者 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

 

 

■必要書類等   

印鑑、医師意見書、健康保険者証 

■担当窓口   

保健福祉課保険給付係 

 

(18)障害福祉サービス 

■制度内容   

障がい者及び障がい児が、その有する能

力及び適性に応じ、自立した日常生活また

は社会生活を営むことができるよう、必要な

障害福祉サービスに係る給付その他の支援

を行います。 

■支援内容   

サービスの利用にあたり、相談や情報の提

供、調査などを行い、個々の適正に応じたサ

ービス利用を支援 

■対象者 

・ 障がい者～18歳以上の身体障がい者、   

知的障がい者、精神障がい者 

・ 障がい児～18歳未満の身体障がい者、 

知的障がい者、精神障がい者 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、非課税証明書、収入額が確認で

きるもの、社会保険料等の額が確認できるも

の、各種手帳等 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 
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(19)児童扶養手当支給 

■制度内容   

父（または母）と生計を同じくしていない

児童が育成される家庭の生活の安定と自立

の促進に寄与するため、母（または父）また

は養育者に手当を支給 

■支給内容 

○児童１人の場合 

・ 全部支給 4万 2,500円 

・ 一部支給 4 万 2,490 円～１万 0,030円 

○児童２人以上の加算額 

・ 2人目 全部支給 1万0,040円 

一部支給 1万 0,030～5,020円 

・ 3人目以降１人につき 

 全部支給 6,020円 

一部支給 6,010円～3,010円 

※所得制限あり ※支給月～4・8・12月 

■対象者   

別に定める支給要件に該当する児童

（18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31

日までの間にある方または 20歳未満で政令

で定める程度の障がいの状態にある方）を

監護する母若しくは父または父母が監護しな

い場合において養育する方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、所得証明書、世帯全員の住民票、

戸籍謄本、年金手帳、健康保険者証、申

請者の預金通帳、個人番号のわかるもの 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

 

 

(20)特別児童扶養手当支給 

■制度内容   

障がいを有する児童の福祉の増進を図る

ため、児童の父もしくは母または養育者に手

当を支給 

■支給内容   

児童の障がいの程度により支給される額

が異なります。 

・ 1級～月額 5万 1,700円 

・ 2級～月額 3万 4,430円 

※特別児童扶養手当における等級であり、

各種手帳の等級とは異なります。 

※所得制限あり ※支給月～4・8・11月 

■対象者   

法令に定める程度の障がいを有する 20

歳未満の児童を監護する父若しくは母（ど

ちらか所得の高い方）または父母が監護し

ない場合において養育する方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、世帯全員の住民票、戸籍謄本、振込

先口座申出書、診断書、個人番号のわかるもの 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(21)緊急通報システム設置 

■制度内容   

ひとり暮らしの高齢者等が、住み慣れた地

域で安心して暮らしていけるよう緊急時の連

絡体制づくりを支援 
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■支援内容   

専用のシステム機器等を貸し出し、高齢

者等が自宅での急病や事故などの時の連絡

手段を確保 

■対象者   

ひとり暮らしの高齢者等 

■申請等方法   

所定の申請書を提出（要事前相談） 

※申請時に聞き取り調査があります。 

■必要書類等   

印鑑 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(22)防犯用電話自動応答録音

装置購入助成 

■制度内容   

電話による高齢者を狙った振り込め詐欺

などを防ぐため、自動で警告メッセージが流れ

るほか、通話内容を録音する機器の購入費

を助成 

■支援内容   

1世帯 1台とし、1万 2千円まで助成 

■対象者   

65歳以上の単身世帯または高齢者夫婦

世帯で町長が特に必要と認める場合とします

が、町税などの滞納がない世帯に限ります。 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、町内販売店の見積書 

■担当窓口   

住民生活課住民活動係 

 (23)家族介護用品支給 

■制度内容   

在宅において重度の要介護者を介護して

いる世帯に対して介護用品と引き換えのでき

る給付券を交付 

■給付券の内容   

町内の登録販売店で介護用品の購入に

使用できる月額 6千円を限度とした券 

■対象者   

町内に居住地を有しており、次に掲げる全

てに該当する方 

・ 介護認定を受け、その要介護が4または5

である方を介護している方 

・ 要介護者が介護保険施設に入所してい

ない方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、介護保険者証 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

(24) 介護予防・生活支援サー

ビス事業 

■制度内容   

介護予防を推進するとともに、自立した生

活を確保することができるよう生活に必要な

支援を行います。 

■支援内容   

①訪問介護員による身体介護、生活援

助を行います。 

②デイサービスセンターにおいて、生活機能

向上のために運動などの訓練を行います。 
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※具体的な支援内容は、対象者と相談

します。 

■対象者   

要支援または事業対象者の認定を受けて

いる方 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、介護保険証 

■担当窓口   

保健福祉課保険給付係 

地域包括支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)妊活応援事業 

■制度内容   

・ 懐妊を希望している、ご夫婦に対する悩み

の相談窓口開設。 

・ 一般不妊検査・治療費の自己負担分助

成。 

■対象者   

・ 雄武町に住民登録があり、懐妊を希望して

いる夫婦。 

・ 検査・治療費助成は医師から不妊治療を

している証明書発行等申請が必要となりま

す。 

■利用方法   

・ 相談については完全予約対応。 

・ 検査・治療費助成は各種要件があります

ので、まずは担当窓口にご相談ください。 

■担当窓口   

保健福祉課保健係 

 

(2)安心出産支援事業 

■制度内容   

雄武町が発行している妊婦一般健康診

査受診票を用いた妊婦健診時等の交通費

相当を支給します。 

■対象者   

出産（早流産）時において、雄武町に

住民登録されている方で、上記妊婦一般健

康診査受診票を用いた健康診査を受診し

た方。 

 

 

2 子育て 
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■申請方法   

分娩後、母子健康手帳等提示とあわせ

て所定の申請書を提出 

■担当窓口   

保健福祉課保健係 

 

(3)子ども医療費助成 

■制度内容   

子どもの医療費を助成 

■助成内容   

健康保険が適用される医療費の初診時

一部負担金を除いた額 

■対象者   

高校卒業年度までの子ども（18 歳に達する

日以後の最初の 3月31日までの間にある方） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、健康保険者証 

■助成を受ける方法  

・ 償還給付～担当窓口へ医療費領収書

及び申請書の提出と資格

者証の提示 

※小学生以下の対象者は一部現物給付 

■担当窓口   

保健福祉課保険給付係 

 

(4)児童手当支給 

■制度内容   

次代の社会を担う児童の健やかな育ちを

社会全体で応援するという趣旨のもとに親等

に手当を支給 

 

■支給内容 

・ 3歳未満～月額 1万 5千円 

・ 3 歳以上小学校修了前～月額 1 万円

（第 3子以降は月額 1万 5千円） 

・ 中学生～月額 1万円 

※所得制限あり。所得制限以上の方は、児

童１人につき月額 5千円 

■対象者   

中学校修了前までの児童を養育している

親等 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、健康保険者証、申請者の預金通

帳、個人番号のわかるもの 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 

 

 

(5)すくすく赤ちゃん応援助成 

■制度内容   

乳児の健やかな成長に寄与し、保護者の

経済的な負担の軽減を図るため、紙おむつ・

おしりふきと引き換えのできる給付券を交付 

■助成内容   

町内の登録販売店で紙おむつ・おしりふき

の購入に使用できる 1 万 2 千円を限度とし

た券 

■対象者   

町内に居住し、住民基本台帳法に基づき

登録されている乳児（１歳未満）と同一の

世帯に属する保護者 

■担当窓口   

保健福祉課社会福祉係 
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 (6)一時預かり事業 

■制度内容   

家庭において保育を受けることが一時的に

困難となった乳幼児について、若草保育所で

一時的に預かり、必要な保護を行います。 

■利用内容・料金 

・ 1日預かり～午前 8時から午後 4時まで

の 8時間(1回 2,000円) 

・ 半日預かり～午前 8時から午後 4時まで  

に間の 4時間で食事を要す

る場合 (1回 1,200円) 

・ 半日預かり～午前 8時から午後 4時まで

に間の 4 時間で食事を要し

ない場合 (1回 800円) 

※日曜・祝日など保育所の休所日は除く 

※就労が理由の場合の土曜日の利用は、

12時 30分まで。 

 

■対象者   

小学校就学前の満 6 カ月以降の乳幼児 

■利用可能日数   

1週間につき 3日以内、1 カ月 14日以内 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑 

■その他   

初めて利用する方は、事前に要相談 

■担当窓口   

若草保育所児童保育係（84-2326） 

 

 

 

 

 

 

(1)医師及び保健医療技術職員

養成修学資金貸付 

■制度内容   

将来、医師または保健医療技術者※とな

り、雄武町の職員として勤務しようとする方に

対し、修学に必要な資金の貸付を行い、優

秀な医師または保健医療技術者を育成す

るとともに、その充足を図ります。 

※保健医療技術者～薬剤師、看護師、保

健師、理学療法士、作業療法士、診療放

射線技師、臨床検査技師、臨床工学士 

■貸付内容 

・ 貸付金額～月額 8万円以内 

・ 貸付期間～8年以内（在学期間） 

※無利子での貸付 

■対象者   

学校教育法等※に規定する大学等に在

学する方 

※それぞれの資格により、学校教育法、薬

剤師法、保健師助産師看護師法、理学

療法士及び作業療法士法、診療放射線

技師法、臨床検査技師・衛生検査技師

等に関する法律、臨床工学技師法に規

定する大学等になります。 

■申請等方法   

連帯保証人 2 人を定め、所定の申請書

を提出。 

■必要書類等   

在学証明書、履歴書、戸籍謄本または

住民票の謄本、健康診断書、写真（正面、

脱帽、胸から上の最近 6 ヶ月以内に撮影し

た縦 4㎝、横 3㎝） 

 

3 教育 
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■その他   

貸付条件を満たせなかった場合は返還 

■担当窓口   

総務課職員厚生係 

 

(2)スポーツ振興事業補助 

■制度内容   

各種スポーツにおいて全道・全国大会に

出場する者に対し出場経費の一部を補助 

■対象者   

町内小中高等学校に在籍する児童・生

徒、町民（町内在住者） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、大会出場を証明する書類、予算

書、出場者名簿 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課生涯教育係 

 

(3)スポーツイベント参加費助成 

■制度内容   

オホーツクサイクリングの参加料の一部を助成 

■対象者   

町内小中高等学校の児童・生徒、一般町民 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、参加料の領収書 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課生涯教育係 

 

 

(4)芸術文化振興事業補助 

■制度内容   

各種文化活動において全道・全国大会に

出場する者に対し出場経費の一部を補助 

■対象者   

町内小中高等学校に在籍する児童・生

徒、町民（町内在住者） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、大会出場を証明する書類、予算

書、出場者名簿 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課生涯教育係 

 

(5)要保護・準要保護児童生徒

就学援助 

■制度内容   

経済的理由によって就学困難と認められ

る児童生徒の保護者に対し、就学に必要な

援助を行います。 

■交付内容 

・ 要保護者 

医療費及び修学旅行費 

・ 準要保護者 

医療費、修学旅行費、給食費、体育実技用

具費、学用品費、新入学児童生徒学用品費、

入学準備金、クラブ活動費、生徒(児童)会費、

PTA 会費 

■対象者   

生活保護法に規定する要保護者及び要

保護者に準ずる程度に生活が困窮している

と認める者（準要保護者） 
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■申請等方法   

所定の申請書を提出(準要保護者のみ) 

■必要書類等   

準要保護認定申請書、所得、資産及び

課税状況の閲覧同意書 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課教育総務係 

 

(6)児童生徒検定チャレンジ促進助成 

■制度内容   

雄武町立小中学校に在学する児童生徒

の検定試験の受験費用を助成 

■交付内容   

日本漢字能力検定試験、実用算数技

能検定、実用英語技能検定及び小中学校

長が推奨する資格取得試験受験料の全額

を助成 

■対象者   

該当する検定試験を受験する児童生徒

の保護者に対し助成金を交付 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

申請書、受験料を明らかにする書類 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課教育総務係 

 

(7)雄武高等学校生徒資格取得支援助成 

■制度内容   

雄武高等学校に在学する生徒の検定試

験または資格取得試験の受験費用を助成 

■交付内容   

雄武高等学校が奨励している検定試験

または資格取得試験の受験料または手数

料全額を助成。ただし、合格することが条件 

■対象者   

該当する検定試験または資格取得試験を

受験する生徒の保護者に対し助成金を交付 

■申請等方法   

学校長に対し委任状を提出（学校長が

代わって申請） 

■必要書類等   

委任状 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課教育総務係 

 

(8)雄武高等学校入学支援助成 

■制度内容   

雄武高等学校への入学時（編入などを

含む）において、学校が指定する制服の購

入費用の一部を助成 

■交付内容   

生徒 1人につき 3万円(上限額)を助成 

■対象者   

雄武高等学校に入学(編入などを含む)す

る生徒の保護者に対し、助成金を交付 

■申請等方法   

学校長に対し委任状を提出（学校長が

代わって申請） 

■必要書類等   

委任状、購入費用を明らかにする書類 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課教育総務係 
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(9)雄武高等学校見学旅行参加助成 

■制度内容   

雄武高等学校に在籍する生徒の見学旅

行参加費用の一部を助成 

■交付内容   

生徒 1人につき 3万円を助成 

■対象者   

雄武高等学校に在籍する生徒の保護者

に対し、助成金を交付 

■申請等方法   

学校長に対し委任状を提出（学校長が

代わって申請） 

■必要書類等   

委任状 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課教育総務係 

 

(10)学校給食費助成 

■制度内容   

雄武町立小中学校に在籍する児童生徒

の学校給食費を助成 

■交付内容   

学校給食費の全額を助成 

■対象者   

雄武町立小中学校に在籍する児童生徒

の保護者に対し助成金を交付。ただし、生

活保護法に規定する教育扶助を受けている

方、要保護・準要保護児童生徒就学援助

を受けている方を除く。 

■申請等方法   

年に 1回、交付申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑 

■その他   

その他、必要な事項は別途通知 

■担当窓口   

教育委員会 教育振興課 

学校給食センター（84-2923） 
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(1)雄武町快適住まいづくり支援

制度 

■制度内容   

町民が快適に生活するための住宅の整備

を行う方に対し、補助金を交付 

 

■対象者   

雄武町住民基本台帳に登録されている

方または今後町内に居住しようする方で、次

の期間以上、その住宅に居住される方 

・ 新築工事、増築工事、改築工事及び中

古住宅の購入は 10 年以上居住が確約

できる方 

・ 改修工事は５年以上居住が確約できる

方 

■補助金額 

・ 新築工事、増築工事及び改築工事 

対象床面積 1m2当たり 1 万 5 千円。た

だし、補助金総額は 200万円が限度。 

・ 中古住宅の購入 

対象床面積 1m2当たり 7,500 円。ただ

し、補助金総額は 100万円が限度。 

※例～中古住宅を購入し、同時に改修工

事を行う場合の補助金限度額は 200 万

円 

※対象となる中古住宅は、固定資産税評

価額 200 万円以上の住宅で固定資産

税評価額の証明が必要（評価額は「住

宅」部分のみが対象） 

・ 改修工事 

改修工事費の 3分の 1以内とし、上限は

1住宅につき 100万円が限度。 

※すでに改修工事で補助金を受けた方は今

まで受けた額と合わせて 100万円が限度 

■補助金の加算 

・ 新築工事または住宅を購入する場合 

同居する中学生以下の子供 1 人に対し

20万円を加算。 

・ オホーツク総合振興局管内認証木材を使

用した新築工事の場合 

認証木材使用量1m3当たり1万5千円

を加算。 

■補助金の制限 

・ 住宅の新築工事及び新築建て売り住宅

の工事業者については、町内外の業者に

ついて制限しません（ただし、町外業者が

行う工事は、補助金額が 2 分の 1 になり

ます） 

・ 増築工事、改築工事、改修工事の工事

業者については、雄武町に事業所を置く

建築業登録事業所のうち経営者が雄武

町住民基本台帳に登録されている事業

所に限ります。（町外業者が行う工事は、

補助金の交付を受けられません） 

・ すべての工事又は購入は当該年度の２

月末まで完了することとします。 

・ すでにこの制度で補助金を受けている場合

は新築工事、増築工事、改築工事及び

中古住宅の購入で補助金は受けられませ

ん。 

■制度の期間   

平成 23 年 4 月 1 日から平成 33 年 3

月 31日まで 

■担当窓口   

建設水道課建築係 

 

 

 

 

 

 

 

4 住宅 



- 18 - 

 

(1)簡易水道料金減免制度 

■制度内容   

家庭用の用途で使用している水道料金に

ついて、対象となる世帯に減免制度を実施 

■減免内容   

簡易水道料金減免措置基準額(消費税別) 

減免前 水量 基本料金 

口径 13mm 10m3/月まで 2,340円 

口径 20mm 10m3/月まで 2,360円 

減免後 水量 基本料金 

口径 13mm 

口径 20mm 

5m3/月まで 920円 

6～10m3/月まで 1,840円 

・ 減免は基本料金のみが対象です。 

・ 水量 10m3 を超過した場合は、減免後の

基本料金 1,840 円に 1m3につき 230 円

が加算となります。 

■対象者 

○老人世帯（町民税非課税世帯限定） 

・ 65 歳以上の独居老人世帯（18 歳未

満の子と同居していても対象） 

・ 65歳以上のものとその配偶者が 60歳以

上の夫婦のみの老人夫婦世帯（18 歳

未満の子と同居していても対象） 

○ひとり親世帯 

・ ひとり親家庭で児童扶養手当受給世帯 

○身体障がい者世帯（町民税非課税世

帯限定） 

・ 世帯主が身体障害者手帳 1 級または 2

級の世帯及びこれに準ずる世帯（町民

税非課税世帯限定） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑、各種証書（児童扶養手当証書、

身体障害者手帳） 

■担当窓口   

建設水道課水道業務係 

 

(2)公共下水道料金減免制度 

■制度内容   

家庭用の用途で使用している下水道料金に

ついて、対象となる世帯に減免制度を実施 

■減免内容   

公共下水道料金減免措置基準額(消費税別) 

簡易水道料金減免措置基準額(消費税別) 

 
水量 基本料金 

減免前 10m3/月まで 1,670円 

減免後 
5m3/月まで 670円 

6～10m3/月まで 1,340円 

・ 減免は基本料金のみが対象です。 

・ 水量 10m3 を超過した場合は、減免後の

基本料金 1,340 円に 1m3につき 160 円

が加算となります。 

■対象者 

○老人世帯（町民税非課税世帯限定） 

・ 65 歳以上の独居老人世帯（18 歳未

満の子と同居していても対象） 

・ 65歳以上のものとその配偶者が 60歳以

上の夫婦のみの老人夫婦世帯（18 歳

未満の子と同居していても対象） 

○ひとり親世帯 

・ ひとり親家庭で児童扶養手当受給世帯 

○身体障がい者世帯（町民税非課税世

帯限定） 

・ 世帯主が身体障害者手帳 1 級または 2

級の世帯及びこれに準ずる世帯（町民

税非課税世帯限定） 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

5 水道・下水道 
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■必要書類等   

印鑑、各種証書（児童扶養手当証書、

身体障害者手帳） 

■担当窓口   

建設水道課水道業務係 

 

(3)公共下水道補助金制度 

■制度内容   

既設便所及び既設排水設備を自己資金

により、下水道の供用開始となった日（自己

の敷地内に役場において公共の下水道桝を

設置した次年度の 4月 1日）から 3年以内

に改造した方を対象に補助金制度を実施 

■補助内容  

○補助金の額 

 
水洗便所1基
と排水設備 

水洗便所2基
と排水設備 

排水設備 
のみ 

פּ

 

1年 
以内 

6万円 10万円 2万円 

2年 
以内 

3万円 5万円  

3年 
以内 

1万5千円 2万5千円  

※排水設備のみには、既設のし尿浄化槽及びこ

れに付随する排水設備を廃止し、新たに排水

設備の改造工事を行った場合も含む 

■申請等方法   

所定の申請書を提出 

■必要書類等   

印鑑 

■担当窓口   

建設水道課下水道係 

(4)公共下水道貸付制度 

■制度内容   

既設の便所を水洗便所に改造するため及び

排水設備の設置に係る改造資金について、貸

付制度を実施。貸付制度には無利子貸付制

度と有利子貸付制度の2つの制度があります。 

■貸付限度額 

・ 水洗便所 1基につき 40万円(1戸につき

2基までとし、集合住宅は 1世帯に 1基) 

・ 排水設備 1件につき 20万円 

※1 戸建て住宅で水洗便所 1 基及び排水

設備の両方を改造する場合の貸付限度

額は 60万円 

■貸付利息 

・ 無利子貸付制度の場合 

下水道の供用開始から 3 年以内の場合

は無利子貸付。 

※利息は町が負担。 

・ 有利子貸付制度の場合 

下水道の供用開始から 3年が経過した場

合は有利子貸付。利息は、雄武町が無

利子貸付制度において各金融機関に利

子補給する率の 2分の 1 が負担。 

※平成 30年度は、年 1.3％の貸付利息と

なりましたので、これの2分の1に相当する

0.65％が自己の負担となります。 

※貸付利息の利率は毎年 3月に決定 

■償還方法   

60 ヶ月以内の元金均等の月賦償還。た

だし、排水設備のみの資金は 20 ヶ月以内。

有利子貸付制度の場合、利息分の償還方

法については、貸付を受ける金融機関との協

議となります。 

■取扱金融機関   

北見信用金庫雄武支店、稚内信用金

庫雄武支店、雄武漁業協同組合 

■申請等方法   

連帯保証人 1 人を定め、所定の申請書

を提出 
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■必要書類等   

印鑑（印鑑証明書の印） 

■担当窓口   

建設水道課下水道係 

 

(5)合併処理浄化槽整備事業

補助制度 

■制度内容 

①住宅に合併処理浄化槽を設置する費用

に対する補助 

②浄化槽の維持管理に要する費用に対す

る補助 

■対象者 

①雄武町住民基本台帳に登録されている

方で、合併処理浄化槽を町内業者によっ

て設置される方 

②雄武町住民基本台帳に登録されている

方で、合併処理浄化槽の保守点検及び

水質検査を実施している方 

■対象地区   

雄武町内において、下水道法の規定によ

る認可を受けた区域以外の区域 

■対象となる工事等 

 浄化槽法（昭和 58 年法律第 43 号）第

2 条第 1 号に規定する浄化槽で、同法第 4

条第 1 項の規定による構造基準に適合し、し

尿と雑排水を併せて処理する浄化槽で次の機

能を有するもの。 

・ 生物化学的酸素要求量除去率 90％以

上のもの。 

・ 放流水の生物化学的酸素要求量が 20mg/1

（日間平均値）以下の機能を有するもの。 

■補助金額 

①設置費用に 100分の 95を乗じた額で次

の表を限度 

 

区  分 補助金限度額 

5人槽 130万円 

7人槽 160万円 

10人槽以上 200万円 

②合併処理浄化槽維持管理費用（浄化

槽法第 11 条第 1 項に規定する水質に

関する検査料及び保守点検料に要する

費用）【上限 2万 5千円】 

■担当窓口   

住民生活課環境衛生係 
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 (1)雄武町オホーツク紋別空

港利用促進助成 

■制度内容   

平成30年４月１日から平成32年３月

31 日までの間にオホーツク紋別空港―羽田

空港間の航空機に搭乗した町民等に対し、

助成金を交付 

 

■交付内容及び対象者  

・ 町民（親権者が雄武町民で町外の学校

に通学する生徒や学生、町民以外で町

内の学校への通学する生徒を含む）に対

し、片道１万円、往復２万円（小児料

金の適用を受けた場合は、この半額）の

助成金を交付。 

・ 町民以外で、町内の企業に通勤し企業

用務のために利用する場合や、道外在住

者が町内のホテルや旅館、親戚・知人宅

に宿泊した場合は、片道５千円、往復１

万円（小児料金の適用を受けた場合は、

この半額）の助成金を交付。 

※助成金よりも割安な航空運賃プランを利

用した場合は、航空運賃プランの額と同

額を交付。 

■申請等方法   

搭乗後 60日以内に所定の申請書を提出 

■必要書類等   

搭乗案内券※（ピンク色）または搭乗証

明書、住所が明記された公的身分証明書

（運転免許証や健康保険者証などの写

し）、申請者と搭乗者が異なる場合（親

子・親族関係に限る）は関係を証明できる

戸籍証明や住民票※※、印鑑、預金通帳な

ど口座番号がわかるもの。 

※ 平成30年度から搭乗券（水色）は必

要書類として利用できません。 

※※雄武町民の場合は省略できますが、関

係によっては提出が必要な場合があります。 

■担当窓口   

財務企画課企画調整係 

 

6 その他 

 



 

 



 

 

暮らしの支援情報 
（平成 30年度版） 

発行・編集 ／ 雄武町総務課情報統計係 

発 行 日 ／ 平成 30年 5月 

この「暮らしの支援情報」は、役場が行う行政サービスのうち、町民の皆さんに

関わりの深い補助制度や減免制度の情報をまとめたものです。 

 掲載している項目に各担当窓口を記載しておりますので、ご不明な点がござい

ましたら各担当へお問い合わせくださいますようお願いいたします。 

 なお、掲載している情報は平成 30 年 4 月現在のものですが、発行後の制度

変更などにより、掲載内容が現状と異なる場合がありますのであらかじめご了承く

ださい。 
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